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1. はじめに
-検討目的の振り返り
-技術WGの議論結果の報告
-論点のスコープの共有
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（検討目的の振返り）現状課題と検討経緯―①行政手続のデジタル完結における課題

1. はじめに ー 検討目的の振り返り

行政手続においては、紙やPDFの証明書が依然として残存
• 行政機関同士の情報連携については、ワンスオンリーの原則※1に基づき、相当数の添付書類の削減が実現された。
• しかしながら、マイナンバー制度に基づく行政機関間の情報連携（=バックオフィス連携※2）にはマイナンバー法

上の利用範囲の制約があるため官民の間では利用できず、行政と民間の間で情報をやり取りする手続では、紙や
PDFの証明書による授受はいまだ多く残存している状況。

「利用者を介した情報連携」によるデジタル化の更なる推進
• そこで、昨年度までの会議※3では、行政手続等のための証明書の電子化・高度化には、行政機関間の連携に加えて 

VC・DIWによる 「利用者を介した情報連携」 についても取り組み、両面からデジタル化を推し進めることが有効
という示唆を得た。

• なお、証明書の電子化の手段としては、デジタル署名付きPDF等も考えられるが、PDFの署名検証は特定のソフトウェアへ依
存することや、単純なPDFでは機械可読にならないこと等を考慮する必要がある。これらを踏まえどの手段を取るかは証明書
の制度所管側で検討すべき事項であり、本会議ではあくまでVC・DIWを活用する場合の新規論点を議論対象とする。

※1 ワンスオンリーとは、行政機関間での情報連携を行うことによって、一度提出された情報を二度提出することを不要とするという考え方。情報通信技
術を活用した行政の推進等に関する法律 第2条で定められる基本原則の一つ。

※2 ここでの「バックオフィス連携」とは、ワンスオンリーを実現するために、行政機関の内部事務において、マイナンバー制度等に基づき行政機関間で
情報連携することを指す。情報システムにおける「バックエンド連携（サーバー間連携）」とは意味する内容が異なる点に留意。

※3 令和6年度DIWアドバイザリーボード報告書, P.16,22,53,57

https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/a238993a-8e6a-455c-b3d3-bbebf6ef273e/b6f958f8/20250430_policies_trust_r6-diwab-outline_01.pdf
https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/a238993a-8e6a-455c-b3d3-bbebf6ef273e/b6f958f8/20250430_policies_trust_r6-diwab-outline_01.pdf
https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/a238993a-8e6a-455c-b3d3-bbebf6ef273e/b6f958f8/20250430_policies_trust_r6-diwab-outline_01.pdf
https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/a238993a-8e6a-455c-b3d3-bbebf6ef273e/b6f958f8/20250430_policies_trust_r6-diwab-outline_01.pdf
https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/a238993a-8e6a-455c-b3d3-bbebf6ef273e/b6f958f8/20250430_policies_trust_r6-diwab-outline_01.pdf
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（検討目的の振返り）現状課題と検討経緯―②VC・DIW活用にあたる課題

1. はじめに ー 検討目的の振り返り

行政でのVC・DIW活用に関する仕様検討や実装に際して、技術的な課題・実現性・制約事項な
どの整理が必要。
• 例えば、各証明書の「偽造・なりすましの防止」等のリスク対策等が求められた場合に、これ

を過不足無く実現するための方策や、検証が必要な範囲等の考え方の整理が必要。

公的な証明書をVC形式で発行・活用するための法令・制度上の支障がないか確認が必要。
• 実装に先立ち、各証明書をVC形式で電子交付し検証する場合に有効な証明書として扱うことが、

現行法令・制度上の支障がないか整理が必要。
• VC・DIWの活用における責任範囲等の整理も今後必要になると考えられる。

行政でのVC・DIW利活用に必要な利用環境やそれを維持するためのエコシステムが必要。
• 例えば、VCのIssuer署名に用いる鍵、相互運用性があるWalletなど。
• 既存の公開鍵基盤等との関係性についても議論の余地がある状況。

技術

環境・
インフラ

法令・制度
・ガバナンス

行政でのVC・DIW活用実現には以下の各種の課題に対して、デジタル庁や各ステークホルダーが検討を行い、解決
していく必要がある。

技術WGで議論

本体会議で議論

本体会議で議論
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リスク対策の実施を促す手段

第１回本体会議の論点のスコープと議論結果

当初（令和７年10月時点）の論点のスコープ

今年度末の想定本体会議第１回
の論点全体像

リスク対策の技術基準

本体会議で議論

技術WGで議論

• 第１回本体会議では、VC・DIW活用における技術面・運用面における適切なリスク対策を促すための手法として、
公的ユースケースの実現に資するリスク対策を示した文書（ガイドライン等）が必要、との提案に概ね賛同いただ
くとともに、リスクの低いユースケースの検討や、前提とするユースケースの精緻化の必要性を示唆をいただいた。

• この議論を踏まえ、技術WGでは、リスクに対する技術対策の基準を規定する文書（ガイドライン等）の内容及び、
その参考とする各ユースケースの技術制約等の議論を予定していた。

対策基準を示す文書
（ガイドライン等）の骨子案

1. はじめに ー 検討目的の振り返り
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1. はじめに
-検討目的の振り返り
-技術WGの議論結果の報告
-論点のスコープの共有
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本体会議でも議論したリスクの類型に対する技術的対策の議論を行ったところ、議論の前提や今後の方向性に関する
意見を頂戴した。従って、今年度はリスクに対する技術的対策のガイドライン骨子の作成は時期尚早と判断し、委員
のコメントのとおり、前提条件や詳細を整理した上で、次年度以降に継続検討する方針とした。

技術WGの議論結果 ― ①ガイドライン骨子に関する意見

１．はじめに ー 技術WGの議論結果の報告

ガイドライン骨子
について

• 相互運用性やプロトコル層、鍵のライフサイクル、認定・監査等、その他にも重要な検討項目が抜けている。
• VC単体ではなく、デジタル・アイデンティティのライフサイクル全般を保護する必要性の観点で検討が必要。
• VCの仕組み単体で取る対策だけではなく、関連する技術もカバーしないといけないのではないか。
• ドキュメントの用途やデータの機微性などからカテゴライズし、実装の有効性や経済負担なども検討すべき。

ガイドライン骨子
が想定する

ユースケースに
ついて

• 提示されているユースケースはまだ曖昧な部分があり、具体的な使い方をもう少し限定しなければ、技術的
な観点で踏み込んだ議論が難しい。

• 複数のVCをまとめて提示することがユースケースとして重要。
• 民間が発行するユースケースでは、個人向けか法人向けかで大きく認証の考え方が変わる。
• ドキュメントの有効期限の想定によって、考慮すべき事項は大きく変わる。

今後の議論の
方向性について

• 自動化するためシステムで処理しやすいものをつくるのがゴールだとして、その手段がVCなのか、という話
は必ず出てくる。

• 言葉の定義が不十分だとリスクの観点も議論がぶれてしまうので、整理いただきたい。
• 今後のVCの利活用推進の話と、既に広まっているサービスへの規制ではアプローチが異なる。両方議論出来

るとベストだが、どちらかに絞って議論していくアプローチもあるのではないか。

委員から得られた意見（第1回技術WG 議事要旨より抜粋・要約）
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技術WGの議論題材の個別ユースケース（住民票の写し/就労証明書）の議論では、発行の形態やWalletのあり方に対して以下
の意見や懸念を頂戴し、本体会議や次年度以降にも技術以外も含めた幅広い視点で継続議論を行う方針とした。

技術WGの議論結果 ― ②継続して議論すべき点に関する意見

１．はじめに ー 技術WGの議論結果の報告

発行の形態
について

Wallet
について

検証について

• VC発行プラットフォーム※1はIssuerではなく、VCを中継する役割に見えており、役割を区別して整理するべき。
• VCの発行プラットフォームを国で1つだけ用意し、そのプラットフォームが企業や自治体と連携されるのであれ

ば、これはIHVモデルではない。また、信頼できるエンティティ、経路で完結するため、利用者の改ざんは困難
であり、VCである必要もないのではないか。

• 発行プラットフォームが何に対する相互運用性を確保することを目指すのか、将来的な波及可能性も考慮して議
論が必要ではないか。

• 代行事業者が自らの鍵でIssuerとしての署名をする場合、元の発行主体から正当な委託を受けているという関係
をどのように証明するか、どのようにトラストチェーンを作るかがポイントではないか。

• 今後様々なVCが出てきたときを考えると、Walletは様々な人が提供可能な形を作っておく必要がある。
• 行政関連のWalletには最低限のレベルを定め、それより下は民間に自由に任せるといった整理はあり得る。
• Walletに求められるセキュリティレベルは単独のユースケースではなく、複数の異なるクレデンシャルを同時に

格納・提示するユースケースを考えないと決まらない。
• スマートフォンを使えない人をどの程度想定してどのように救済するべきかに関しては、コストも踏まえて段階

的に検討しないと、際限が無くなってしまう。

• なりすましの検知は、VC提示時にVerifierが正しいかどうかを正しく確認できるかも重要な論点ではないか。

※1 議論の題材として事務局より提示した架空の共通システム。様々な民間企業が就労証明書VCを発行できるように国が整備することを想定していたが、多くの委員より
疑義を頂戴したことから、現時点では積極的に検討を行う予定はなく、発行についてのあり方は継続的に検討する。（詳細は「資料２ 令和７年度 属性証明の課題整
理に関する有識者会議 技術ワーキンググループ 議論の概要」を参照のこと）

委員から得られた意見（第2回技術WG 議事要旨より抜粋・要約）
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1. はじめに
-検討目的の振り返り
-技術WGの議論結果の報告
-論点のスコープの共有
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リスク対策の実施を促す手段

本体会議第２回では技術WGでの意見・議論を踏まえ、早期に議論が必要かつ重要な論点として、VC・DIW利活用に
必要な利用環境やそれを維持するためのエコシステムの在り方を議論することとしたい。

第２回本体会議の論点のスコープ

１．はじめに ー 論点のスコープの共有

論点の全体像から見たスコープ経緯

VC・DIW利活用の利用環境や
エコシステムの在り方

リスク対策の実施を促す手段

リスク対策の技術基準

ユースケースの業務的な
課題・実現性・制約事項等

所管省庁や関連企業等を巻き
込み個別ユースケースの推進

対策基準要件の具体化・文書
化（ガイドライン等）、対策
の実施促進

Wallet、発行システムの在り
方やVC活用の範囲の検討継続

次年度以降の継続論点再考後の論点全体像本体会議第１回～技術WG
第２回までで頂いた意見

本体会議第１回開催時点
の論点全体像

リスク対策の技術基準

本体会議で議論

技術WGで議論

次年度以降継続検討

次年度以降継続検討ユースケースに相当の具体
性が無いと技術基準は議論
できない(技術WG第1回)

ユースケースを通じた技術的課題・
実現性・制約事項等
今年度題材：住民票の写し、就労証明書

本日議論

技術WGで議論

次年度以降検討

リ
ス
ク
対
策

利
活
用
に
向
け
た
検
討
全
般

リスク対策以外にも優先
すべきことがあるのでは
ないか？(技術WG第1回)

ユースケースの前提がな
いと議論が難しいのでは
ないか？(本体会議第1
回)
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2. VC及びDIWの利活用実現に向けた取組事項の協議
- 本日の議論の進め方
- ①官→民での利活用実現に向けた取組事項
- ②民→官での利活用実現に向けた取組事項
- ③その他ご意見と次年度以降のデジタル庁の取組事項
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• 本日はIssuer・Holder・VerifierそれぞれがVCを利活用する際に必要な利用環境の提供やエコシステム形成のため
の施策として、行政が早期に取り組むべき事項について議論を行う。

• 議論は①行政がIssuerとして個人にVCを発行する場合と②行政がVerifierとして個人からVCを受け取る場合に大別
する。議論の補助として題材ユースケースを用いるが、その是非や詳細な条件、固有の課題に係る議論は行わない。

本日の議論の進め方

2. VC及びDIWの利活用実現に向けた取組事項の協議 ― 本日の議論の進め方

①官→民での利活用実現に向けた取組事項の議論
（題材ユースケース：住民票の写し）

②民→官での利活用実現に向けた取組事項の議論
（題材ユースケース：就労証明書）

❸VCの検証
に関する取組事項

❷Wallet
に関する取組事項

❶VCの発行
に関する取組事項

Issuer             
民間企業

Holder       
利用者

Verifier
行政機関

• 行政機関が従来紙で発行していた証明書や資格者証などを
VCで利用者に発行し、利用者が民間企業にVCを提出するこ
とで様々な証明をデジタルで行う場合を想定する。

• 民間企業が従来紙やPDFやExcelで発行していた証明書をVC
で利用者に発行し、利用者が行政機関にVCを提出すること
で様々な申請手続や証明を行う場合を想定する。

目指す姿：
• 行政が受け入れ

可能なVCの発行
の実現

目指す姿：
• 行政にVCが提示

できるWalletの
提供・利用

目指す姿：
• 民間添付書類VC

に係る業務の効
率化

❸VCの検証
に関する取組事項

❷Wallet
に関する取組事項

❶VCの発行
に関する取組事項

Issuer             
民間企業

Holder       
利用者

Verifier
行政機関

目指す姿：
• 証明書の発行業

務を効率化

目指す姿：
• 公的証明書VCを

扱えるWalletの
提供・利用

目指す姿：
• 公的証明書VCに

係る業務効率化

議論題材のユースケース
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行政がVCを発行する際の議論は、以下の「住民票の写し」を議論の題材としていただきたい。
（注：本会議で議論する仕様・実装等は架空のものであり、実際のユースケースの仕様・実装等を決定するものではない。）

題材ユースケース：住民票の写し ― 概要

2. VC及びDIWの利活用実現に向けた取組事項の協議 ― 本日の議論の進め方

• 自治体から発行された住民票の写しVCを、本人が民間事業者
に対して世帯情報等を証明するために提示する用途を想定する。
（本人確認用途では利用しない）

• 住民票の写しVCは勤務先の扶養手当等の申請や社会保険関連
手続、住宅ローンの申し込みなどで提示されることを想定する。

• オンライン発行のみとし、発行の請求者は本人のみとする。
（紙の住民票の写しは第三者請求が可能だが、今回の議論では考慮外とする。）

• 記載事項は世帯全体のものを対象とする。個人番号については
紙の住民票と同じく発行時に記載有無を選択可能とする。
（「住民票記載事項証明書」については考慮外とする。）

VCの用途

VCの
発行方法

VCの
提示方法

• オンライン／対面（窓口での機械読取等）のいずれでも提示可能とする。
• 多用途の性質上、選択的開示を利用できることを前提とする。
• 紙の住民票の写しとは異なり、VCは提出してもなくならず再提示

できる（同一のVCを複数のVerifierに提示可能）こととする。

オンラインで住民票の写しVCを発行
（紙と同様の記載事項を選択可能）

住民票の写しVC
（全部事項証明書相当）

項目 記載内容
氏名 XX XX
住所 XX県XX市・・・
生年月日 XX年X月X日
個人番号 【省略】
続柄 世帯主
・・・ ・・・

生年月日 XX年X月X日

オンラインで
提示可能

（選択的開示可能）

対面でも提示可能
（選択的開示可能）

題材とする架空のユースケース（住民票の写し）の前提

氏名 XX XX
住所 XX県XX市・・・

自治体

勤務先等 店舗等

関連資料：デジタル技術を活用した効率的・効果的な住民基本台帳事務等
のあり方に関するワーキンググループ 中間とりまとめ（全体版）

https://www.soumu.go.jp/main_content/001018670.pdf
https://www.soumu.go.jp/main_content/001018670.pdf
https://www.soumu.go.jp/main_content/001018670.pdf
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行政がVCを受け取る際の議論は、以下の「就労証明書」を議論の題材としていただきたい。
（注：本会議で議論する仕様・実装等は架空のものであり、実際のユースケースの仕様・実装等を決定するものではない。）

題材ユースケース：就労証明書 ― 概要

2. VC及びDIWの利活用実現に向けた取組事項の協議 ― 本日の議論の進め方

• 所属企業（民間）が発行し、自治体等の認可保育所等への入所
に際して自治体へ提示し、申請者が就労していることを証明す
る。（申請者から保育園には提示しない。自治体に提示されたのちに必要な範
囲で情報提供はされるが、VCそのものは共有されない。）

• 入所時だけでなく、年1回の現況届においても利用可能とする。

• 所属企業の発行システムから担当者の手入力又は所属企業の
人事労務システムとの連携により就労証明書VCを発行する。

• VCのフォーマット（mdoc, SD-JWT VC等）やデータ項目（業種, 本
人氏名等）については、国が定める標準的な様式に従う。

• 発行された就労証明書VCは利用者のスマートフォンに格納さ
れる。

VCの用途

VCの
発行方法

VCの
提示方法

題材とする架空のユースケース（就労証明書）の前提

就労証明書VC
項目 記載内容

業種 XXX
本人氏名 XX XX
生年月日 XX年X月X日
雇用(予定)
期間等

XX年X月X日～
XX年X月X日

本人就労先
事業所 XXX

・・・ ・・・

自治体

勤務先

オンライン・対面で
就労証明書VCを発行

オンライン・対面で提示可能
（選択的開示はしない）

• オンライン／対面（窓口での機械読取等）のいずれでも提示可能とする。
• 保育所入所の目的にのみ用いるため、選択的開示を利用しないこと

を前提とする。
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2. VC及びDIWの利活用実現に向けた取組事項の協議
- 本日の議論の進め方
- ①官→民での利活用実現に向けた取組事項
- ②民→官での利活用実現に向けた取組事項
- ③その他のご意見と次年度以降のデジタル庁の取組事項
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❸VC検証の理想と取組事項❷Walletの理想と取組事項

行政機関発行の公的証明書VCは、利便性を大きく向上させる可能性がある。一方、用途や法令・制度を踏まえた高い
信頼を期待される可能性が高いことや、エコシステムの未確立、事例の少なさ等による導入ハードルも存在する。
従って、デジタル庁としては、まずは要件整理や技術的支援等を行う必要があるのではないか。

官→民におけるVC利活用の促進に向けた理想とその実現に向けた取組事項（案）

2. VC及びDIWの利活用実現に向けた取組事項の協議 ― ①官→民での利活用実現に向けた取組事項

❶VC発行の理想と取組事項
Issuer：行政機関 Holder：利用者（個人） Verifier：民間企業

短期的な取組事項

行政機関が、信頼性と互換性のある仕
様に準拠したVCを発行し、証明書の
発行業務を効率化している。

安心して公的証明書VCを保有できる、
信頼性と互換性の高いWalletが利用さ
れている。

確認や転記に時間を要する公的証明書
をVCとして受取り、機械処理によって
業務を効率化している。

行政機関が信頼性のある形でVC発行
を行うための具体的な考え方の整理や、
概念実証等による事例創出の支援等を
行う。

公的証明書VCを格納・提示するのに
適切なWalletを開発・また導入判断で
きるよう、求められる要件を明らかに
する。

Verifierの初期の参入を促すため、行
政機関によるVC発行の実証と合わせ
て、民間企業を巻き込んだ実証を行う。

中長期的な取組事項
より多くの行政機関での発行を促進す
るため、大規模な実証や、リファレン
ス実装等のツール提供を行う。

短期的な取組事項

中長期的な取組事項
VC利用者の増大とVerifierの参入の好
循環を生み出すため、検証要件の情報
提供やツール提供等を行う。

短期的な取組事項

上記で整理した要件に基づき、リファ
レンス実装等の提供や、要件適合性の
評価・確認方法の検討を行う。

中長期的な取組事項

短期的な取組事項 ：次年度以降の優先的な取組事項 中長期的な取組事項 ：社会実装と普及に向けた将来的な取組事項

目指す姿 目指す姿 目指す姿
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まずは公的証明書としての信頼性があるVCの要件を整理し示すことで、発行の土台を整えつつ、行政機関における
実証の伴走支援を行うことで事例創出を目指したい。

VCの発行に関する具体的な取組事項（案）

2. VC及びDIWの利活用実現に向けた取組事項の協議 ― ①官→民での利活用実現に向けた取組事項

取組事項 具体的な取組事項

アセットや
ツールの整備
による負担減

価値創出のため
の場づくり

❶VC発行に
関する取組事項

❶-3.  パイロット事業やコンソーシアムによる協創
• 技術・知識・人材を集約する場を提供する。（参考例：EU Large Scale Pilot）

❶-1. 行政機関としての信頼性があるVCの発行方法の考え方を
各省庁等に示す

• 検証者である民間企業が公的証明書として信頼可能なVCの要件を整理した文書
（ガイドライン等）を策定する。

• 具体的には複数の手法の制度的な位置づけや、ユースケースにおける適否などの
見解をガイドライン等として各省庁に示すとともに、それを地方公共団体他が参
照できるようにする。（参考例：ワクチンパスポートにおけるICAOマスターリス
トのようなリスト形式や、発行者の公開鍵をWebサイトに公開する方式）

❶-5.  共同利用できるVC発行環境の提供
• 行政機関が共用するVC発行システムを提供する。（参考例：カード代替電磁的記

録を発行するmdoc発行管理システム）

❶-2. デジタル庁による他の行政機関を巻き込んだ実証
• 国内の事例がまだ少なく、証明書の電子化を検討する所管省庁や自治体が単独で

VC化の検討を進めるのは難しいため、デジタル庁と連携しながら概念実証や価
値実証を行う。

Issuer：行政機関

行政機関が、信頼
性と互換性のある
仕様に準拠した
VCを発行し、証
明書の発行業務を
効率化している。

公的証明書VC
の信頼に係る
ルールの整備

目指す姿

❶-4. リファレンス実装・試験ツール等の提供
• 「❶-1」で整理した要件に基づくシステムのひな型やテストを提供する。

（参考例：EUDIWのリファレンス実装やコンフォーマンステスト）

優先度

中長期的に検討

短期的に取組む

短期的に取組む

中長期的に検討

中長期的に検討
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行政機関が発行するVCは高い信頼性を求められるため、Walletによる提示者とVCの紐づけや安全なVCの管理が期待
される。このとき、Walletが満たすべき要件や仕様を整理したい。

Walletに関する具体的な取組事項（案）

2. VC及びDIWの利活用実現に向けた取組事項の協議 ― ①官→民での利活用実現に向けた取組事項

Walletの安全性
確保に関する
規律の必要性

公的証明書VC
を格納する
Walletの

要件の明確化

❷Walletに
関する取組事項

Holder：利用者

安心して公的証明
書VCを保有でき
る、信頼性と互換
性の高いWalletが
利用される。

目指す姿

取組事項 優先度具体的な取組事項

❷-1. 官→民のWalletに求める共通の要件の明確化
• 多くの民間企業等がWalletを開発しているものの、それぞれが独自仕様であり、

どのWalletに公的証明書VCを格納可能か判断する指針が不明瞭。このため、
公的証明書VCを格納するWalletに求める要件（VCの発行・提示プロトコルやセ
キュリティ対策、鍵の管理方法、同意管理、相互運用性など）を取りまとめる。
（参考例：EUARF※）
※包括的なスコープではなく、行政VCを格納するWalletに求める要件のみを定めることを想定

❷-2.  リファレンス実装・試験ツール等の提供
• 「❷-1」で整理した要件に基づくシステムのひな型やテストを提供する。

（参考例：EUDIWのリファレンス実装やコンフォーマンステスト）

❷-3. Walletの要件適合性の評価・確認方法の検討
• 多様なWalletの登場と安全性の確保を両立させるうえで、「❷-1」で整理した

Walletの要件適合性は必要か、今後様々なWalletの登場とユーザーが自由に選
ぶWalletの選択肢を確保することを目指すうえで、Walletに対する要件適合性
を担保することが必要か、仮に必要である場合はどのように判断するのか、等
について検討する。

短期的に取組む

中長期的に検討

中長期的に検討
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❸VC検証に
関する取組事項

前述の実証に民間企業を巻き込むことで初期の参入を促すと同時に、公的証明書VCの検証要件の情報提供により検
証環境の整備をしやすくし、Verifierの参入を促進することを目指す。

VCの検証に関する具体的な取組事項（案）

2. VC及びDIWの利活用実現に向けた取組事項の協議 ― ①官→民での利活用実現に向けた取組事項

Verifier：民間企業

目指す姿

確認や転記に時間
を要する公的証明
書をVCとして受取
り、機械処理に
よって業務を効率
化している。

取組事項

❸-3.  パイロット事業やコンソーシアムによる協創
• 技術・知識・人材を集約する場を提供する。（参考例：EU Large Scale Pilot）

❸-4.  リファレンス実装・試験ツール等の提供
• 検証対象である公的証明書VCの要件や、検証用システムのひな型やテストを提

供する。（参考例：EUDIWのリファレンス実装やコンフォーマンステスト）

アセットや
情報提供

による負担減

価値創出のため
の場づくり

❸-1.  デジタル庁による民間企業を巻き込んだ実証
（「❶-2 デジタル庁による行政機関を巻き込んだ実証」と併せて実施することを想定）
• 公的証明書VCを発行したとしても、提示先がなければ利用者の利便性は向上し

ないため、証明書のVC化を検討する行政機関に加え、Verifierとなる民間企業
も巻き込み、「Verifierの業務を効率化できるか」「証明書の信頼性が高まる
か」など、Verifierのインセンティブまで踏みこんだ概念実証や価値実証を行う。

過渡期対応

❸-5.  簡易的なVCのビューアーの提供
• 幅広い企業への導入と検証環境の確保を促しつつ、また民間における付加価値

の高いサービスを阻害しないように、初期的なVC検証環境としては、VCの発
行者と真正性検証、人間可読等の基本的な機能のみを持つビューアーを行政か
ら提供する。（参考例：マイナンバーカードの対面確認アプリ）

優先度具体的な取組事項

短期的に取組む

中長期的に検討

中長期的に検討

中長期的に検討

❸-2.  VCの各証明書制度上での扱いの整理
• VCの各証明書に関する制度上の解釈を示すことで民間企業による受取を促進す

る。（例：通常は書面による携帯や提示が求められる証明書等の解釈）
中長期的に検討
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• 左記の青枠「短期的に取組む事項」の事
務局案の方向性は妥当であるか。

• その実効性を高めるために必要なことは
何か。

• 他に優先すべき取組事項はあるか。

官→民の利活用実現に向けた取組事項（案）に関して議論いただきたいポイント
2. VC及びDIWの利活用実現に向けた取組事項の協議 ― ①官→民での利活用実現に向けた取組事項

❶VC発行に
関する取組事項

Issuer：行政機関

❷Walletに
関する取組事項

Holder：利用者

❸VC検証に
関する取組事項

Verifier：民間企業

短期的に取組む事項 と 中長期的な検討事項 の事務局案 議論ポイント

論点１

❶-1. 行政機関としての信頼性があるVCの発行方法の考
え方を各省庁等に示す

❶-2. デジタル庁による他の行政機関を巻き込んだ実証

❷-1. 官→民のWalletに求める共通の要件の明確化

❸-1. デジタル庁による民間企業を巻き込んだ実証

❶-3. パイロット事業やコンソーシアムによる協創

❶-5. 共同利用できるVC発行環境の提供

❶-4. リファレンス実装・試験ツール等の提供

❷-2. リファレンス実装・試験ツール等の提供

❷-3. Walletの要件適合性の評価・確認方法の検討

❸-3.  パイロット事業やコンソーシアムによる協創

❸-4. リファレンス実装・試験ツール等の提供

❸-5. 簡易的なVCのビューアーの提供

まずは次年度以降、具体事例を作っていくために必要な短期取組事項を中心にご意見を頂きたい。

❸-2.  VCの各証明書制度上での扱いの整理
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2. VC及びDIWの利活用実現に向けた取組事項の協議
- 本日の議論の進め方
- ①官→民での利活用実現に向けた取組事項
- ②民→官での利活用実現に向けた取組事項
- ③その他のご意見と次年度以降のデジタル庁の取組事項
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❸VC検証の理想と取組事項

民間企業が発行する文書のVC化は、行政手続の利便性を向上させる可能性がある。一方、行政が受取可能なVC形式
での発行や、提示元Walletの信頼性、エコシステムの未確立や事例の少なさ等による導入ハードルが存在する。
従って、デジタル庁としてはまずは要件整理や技術的支援等を行う必要があるのではないか。

民→官におけるVC利活用の促進に向けた理想とその実現に向けた取組事項（案）

2. VC及びDIWの利活用実現に向けた取組事項の協議 ― ②民→官での利活用実現に向けた取組事項

❷Walletの理想と取組事項❶VC発行の理想と取組事項
Issuer：民間企業 Holder：利用者（個人） Verifier：行政機関

短期的な取組事項

一定数の民間企業が、行政機関が受け
入れ可能なVCを発行している。

民間IssuerからVCを受け入れでき、
行政機関にVCを提示できるWalletが
利用されている。

確認業務や転記業務に時間を要する
特定の添付書類等をVCで受け取り、
業務を効率化している。

VC化された私文書を行政が受け入れ
るための要件について、民間企業の負
担も踏まえ整理する。

行政機関に提出するVCを格納・提示
するのに適切なWalletを開発・また導
入判断できるよう、求められる要件を
明らかにする。

Verifierとなる行政機関がVC活用によ
るインセンティブを感じられるよう、
初期的な事例の創出に向けた実証を行
う。

中長期的な取組事項
多数の企業が簡易にVCを発行できる
環境の確保に向けて、ツールやシステ
ム等の提供も検討する。

短期的な取組事項

中長期的な取組事項
より多くの行政機関がVC検証環境を整
備できるよう、リファレンス実装や簡
易的な検証ツール等を提供する。

短期的な取組事項

上記で整理した要件に基づき、リファ
レンス実装等の提供や、要件適合性の
評価・確認方法の検討を行う。

中長期的な取組事項

短期的な取組事項 中長期的な取組事項

目指す姿 目指す姿 目指す姿

：次年度以降の優先的な取組事項 ：社会実装と普及に向けた将来的な取組事項
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民間企業が行政機関に提出するVCを発行する際に、企業規模や状況によっては困難である発行システムと鍵の調達
や管理について情報提供をまずは行うことでVCでの提出に対応可能な状態を作ることを検討する。

VCの発行に関する具体的な取組事項（案）

2. VC及びDIWの利活用実現に向けた取組事項の協議 ― ②民→官での利活用実現に向けた取組事項

❶VCの発行に
関する取組事項

Issuer：民間企業

目指す姿

取組事項

一定数の民間企業
が、行政機関が受
け入れ可能なVCを
発行している。

❶-3.  リファレンス実装・試験ツール等の配付
• 「❶-1」で整理した要件に準拠する、相互運用可能な発行機能のライブラリや

テストツールをIssuerたる民間企業向けに提供する。（参考例：EUDIWのリ
ファレンス実装等）

アセットや
ツールの整備

検証可能性の
必要性の確認

❶-2.  行政が受け取る私文書の検証の必要性の有無の検討
• 民間事業者が行政に提出する特定の添付書類等に関し、行政手続上の検証可能性

のメリット（例えば、私文書の記載内容の真正性確認や発行元企業の実在確認等
のコストの削減）を訴求するとともに、現在紙で行われている事務と比較し、そ
の必要性の有無を検討することで、検証可能な私文書の発行を民間事業者に促す。

❶-1.  行政が受入可能なVCの要件の明確化
• 行政機関がVCでの申請を受け入れる際に、データフォーマットやスキーマ、

署名方式や識別子、委託関係がある際の信頼基準等の要件をどう定義すべきか、
民間企業の負担も踏まえ整理する。（参考例：EUのQTSPによるリモート署名等）

民間のVCの
信頼に係る

ルールの整備

❶-4.  VCの発行ツールやアプリの配布
• 民間企業の発行の障壁を下げるために、カナダ政府のように、企業が手元でそ

のまま簡易にVCを発行できるツールを配布する。

優先度具体的な取組事項

❶-5. 共同利用できるVC発行環境の提供
• 民間企業が共用するVCの発行システムを提供する。

中長期的に検討

中長期的に検討

中長期的に検討

中長期的に検討

短期的に取組む
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行政機関向けに個人がVCを提出できる仕組みにおいても、一定の要件の明確化が必要である。まずは行政機関向け
のVCの提出に関する要件を整理し、情報提供することを目指す。

Walletに関する具体的な取組事項（案）

2. VC及びDIWの利活用実現に向けた取組事項の協議 ― ②民→官での利活用実現に向けた取組事項

❷Walletに
関する取組事項

Holder：利用者

取組事項

民間IssuerからVC
を受け入れでき、
行政機関にVCを提
示できるWalletが
利用されている。

目指す姿

行政機関が
受け入れるVC
を格納する
Walletの

要件の明確化

優先度具体的な取組事項
❷-1.  民→官のWalletに求める共通の要件の明確化
• 多くの民間企業等がWalletを開発しているものの、それぞれが独自仕様であり、

どのWalletに行政機関が受け入れるVCを格納可能か判断する指針が不明瞭。
このため、行政機関が受け入れるVCを格納するWalletに求める要件（VCの発
行・提示プロトコルやセキュリティ対策、鍵の管理方法、同意管理、相互運用性
など）を取りまとめる。（参考例：EUARF※）
※包括的なスコープではなく、行政VCを格納するWalletに求める要件のみを定めることを想定

❷-2.  リファレンス実装・試験ツール等の提供
• 「❷-1」で整理した要件に基づくシステムのひな型やテストを提供する。

（参考例：EUDIWのリファレンス実装やコンフォーマンステスト）
中長期的に検討

短期的に取組む

政府による
Walletの提供 中長期的に検討

中長期的に検討
民間の

Walletに対する
認定等

❷-3.  Walletの要件適合性の評価・確認方法の検討
• 多様なWalletの登場と安全性の確保を両立させるうえで、「❷-1」で整理した

Walletの要件適合性は必要か、今後様々なWalletの登場とユーザーが自由に選
ぶWalletの選択肢を確保することを目指すうえで、Walletに対する要件適合性
を担保することが必要か、仮に必要である場合はどのように判断するのか、等
について検討する。
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❸VCの検証に
関する取組事項

Verifierとなる行政機関が業務削減効果などのインセンティブを感じられるように、まずは検証主体たる行政機関を
巻き込んだ実証を行い、初期的な事例を創出することを目指す。

VCの検証に関する具体的な取組事項（案）

2. VC及びDIWの利活用実現に向けた取組事項の協議 ― ②民→官での利活用実現に向けた取組事項

取組事項

確認業務や転記業
務に時間を要する
特定の添付書類等
をVCとして受取り
業務を効率化して
いる。

目指す姿

Verifier：行政機関

アセットや
ツールの整備

Verifierの
メリットの創出

❸-1.  デジタル庁による行政機関を巻き込んだ実証
• 国内の事例がまだ少なく、申請書類の電子化を検討する行政機関や自治体が単

独でVC検証の検討を進めるのは難しいため、デジタル庁と連携しながら「どの
程度行政機関の業務を効率化できるか」「民間証明書の信頼性が高まるか」
「既存の行政システムで受取可能か」など、Verifierのインセンティブに踏みこ
んだ実証を行う。

過渡期対応

優先度具体的な取組事項

❸-2.  リファレンス実装・試験ツール等の提供
• 検証対象である民間VCの要件や、検証用システムのひな型やテストを提供する。

（参考例：EUDIWのリファレンス実装やコンフォーマンステスト）

❸-3.  簡易的なVCのビューアーの提供
• 多数の行政機関への導入と検証環境の確保を促しつつ、また民間における付加

価値が高いサービスを阻害しないように、初期的なVC検証環境としては、VC
の発行者と真正性検証、人間可読等の基本的な機能のみを持つビューアーを行
政から提供する。（参考例：マイナンバーカードの対面確認アプリ）

中長期的に検討

中長期的に検討

短期的に取組む
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• 左記の青枠「短期的に取組む事項」の事務局
案は妥当であるか。

• その実効性を高めるために必要なことは何か。
• 他に優先すべき取組事項はあるか。

論点２

民→官の利活用実現に向けた取組事項（案）に関して議論いただきたいポイント
2. VC及びDIWの利活用実現に向けた取組事項の協議 ― ②民→官での利活用実現に向けた取組事項

❶VC発行に
関する取組事項

Issuer：民間企業

❷Walletに
関する取組事項

Holder：利用者

❸VC検証に
関する取組事項

Verifier：行政機関

議論ポイント

❸-1. デジタル庁による民間企業を巻き込んだ実証

❶-1. 行政が受入可能なVCの要件の明確化

❷-1. 民→官のWalletに求める共通の要件の明確化

❶-3. リファレンス実装・試験ツール等の配付

❶-2. 行政が受け取る私文書の検証の必要性の有無の検討

❶-4. VCの発行ツールやアプリの配布

❶-5. 共同利用できるVC発行環境の提供

❷-2. リファレンス実装・試験ツール等の提供

❸-２. リファレンス実装・試験ツール等の提供

❸-３. 簡易的なVCのビューアーの提供

短期的に取組む事項 と 中長期的な検討事項 の事務局案

まずは次年度以降、具体事例を作っていくために必要な短期取組事項を中心にご意見を頂きたい。

❷-3. Walletの要件適合性の評価・確認方法の検討
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2. VC及びDIWの利活用実現に向けた取組事項の協議
- 本日の議論の進め方
- ①官→民での利活用実現に向けた取組事項
- ②民→官での利活用実現に向けた取組事項
- ③その他のご意見と次年度以降のデジタル庁の取組事項



27

短期的・中長期的な取組事項のサマリと委員からいただいたその他ご意見
2. VC及びDIWの利活用実現に向けた取組事項の協議 ― ③その他のご意見と次年度以降のデジタル庁の取組事項

❶VC発行に
関する取組

事項

❷Walletに
関する取組

事項

❸VC検証に
関する取組

事項

①官→民での利活用実現に向けた取組事項

❶-3.  パイロット事業やコンソーシアムによる協創

❶-5.  共同利用できるVC発行環境の提供

❶-4.  リファレンス実装・試験ツール等の提供

❷-2.  リファレンス実装・試験ツール等の提供

❷-3.  Walletの要件適合性の評価・確認方法の検討

❸-3.  パイロット事業やコンソーシアムによる協創

❸-4. リファレンス実装・試験ツール等の提供

❸-5. 簡易的なVCのビューアーの提供

委員からこれまでの議論で、前述した取組事項以外にも、
国際相互運用性の確保をはじめとして、様々な取組事項について実施すべきとのご意見をいただいている。

❶-3. リファレンス実装・試験ツール等の配付

❶-2.  行政が受け取る私文書の検証必要性の検討

❶-4. VCの発行ツールやアプリの配布

❶-5.  共同利用できるVC発行環境の提供

❷-2. リファレンス実装・試験ツール等の提供

❸-2. リファレンス実装・試験ツール等の提供

❸-3.  簡易的なVCのビューアーの提供

❷-3.  Walletの要件適合性の評価･確認方法の検討

②民→官での利活用実現に向けた取組事項

• 国際相互運用性の検討
• カード代替電磁的記録

との関係性の整理
• 派生VC全般における

留意点とあるべき姿の整理
• IHVモデルにおける

責任分界の考え方の整理
• IHVモデルに係る用語定義
• サブジェクトIDの検討
• 複数のWalletから異なるVC

を提示する場合の整理
• UI･UXの検討 
• AIエージェント利用時

における課題整理
• 署名付きPDFとの棲み分け

                                  等

本体会議と技術WGで示された
委員からのその他ご意見

❸-2.  VCの各証明書制度上での扱いの整理
❸-1.  デジタル庁による民間企業を巻き込んだ実証

❶-1.  行政が受入可能なVCの要件の明確化

❷-1. 民→官のWalletに求める共通の要件の明確化

❶-1.  行政機関としての信頼性があるVCの発行方法
の考え方を各省庁等に示す

❶-2.  デジタル庁による行政機関を巻き込んだ実証

❷-1.  官→民のWalletに求める共通の要件の明確化

❸-1.  デジタル庁による民間企業を巻き込んだ実証

凡例： 短期的な取組事項 中長期的な検討事項
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短期的に取り組むべき事項を踏まえて、次年度はデジタル庁としては以下の取組を進めることを検討・調整中。

次年度以降のデジタル庁取組及び取りまとめに向けて

2. VC及びDIWの利活用実現に向けた取組事項の協議 ― ③その他のご意見と次年度以降のデジタル庁の取組事項

取りまとめに向けて頂きたいコメント

• 年度末最後の回に際して、前ページ「中長期的な検討事項」や上記の次年度以降のデジタル庁取組予定も踏まえて
今後の取組進展、及びその中での行政の役割への期待等について、お一人最大２分程度でご発言お願いいたします。

個別ユースケースについて、所管省庁や関連企業等の実際のプレイヤーを巻き込み、
想定するサービス・システムの実現に向けた業務・機能要件の具体化や仕様検討等を、
他のユースケースとの相互運用性も踏まえながら進める。

※元の証明書の発行権者が関知せず、発行プロセス等の正当性について第三者的な認定がない派生VCを発行してしまい、Verifierが元の証明書と同等の効力を有すると誤
認してしまう場合など

次年度以降に継続検討としたリスク対策や、行政ユースケースのVCやWalletに求める
要件等について、「2. 個別ユースケースの実現に向けた推進」の検討状況を踏まえて
具体化し、ガイドライン等への文書化を進め、その実施を促す手段とともに整備する。

今年度議論しきれなかったトピック（例えば、VCの誤認や不適切な使い方※、海外との
相互運用性等）に関する個別議論を行う。

次年度のデジタル庁取組（案）

１．対策基準・要件の具体化・文書
化及び対策実施と要件遵守の促進

２．個別ユースケースの実現
に向けた推進

３．その他の個別議論
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